
公共下水道整備事業（汚水
整備）

４

政策的事業166,050

市現状維持

事業の方向性

 予算額（千円）

現状維持

現状維持

91,729

541,197

【3１年度の取組】
　汚水整備については、市街化区域内の未整備地域の面整
備を早急に図るため、汚水整備率100％を目指して引き続
き下水道管渠の整備を行います。
　３２年度までを計画期間とする下水道整備計画について、
次の１０年を見据えた見直し作業を行います。
【課題事項】
・汚水整備完了に向けた着実な事業の推進
・整備対象地区住民との合意形成
・今後の社会経済状況を踏まえた下水道の事業展開の見
極めと、市民に分かりやすい計画の検討

３ 地震対策の推進 １

市

【31年度の取組】
　下水道施設が被災した場合は、市民生活に深刻な影響を
及ぼすこととなるため、下水道施設の耐震化に向けた設計と
工事を行います。
【課題事項】
・重要な施設の耐震化に向けた計画的な事業の推進
・膨大な対象施設への調査・耐震診断の継続的な実施

政策的事業

現状維持

41,702

１

２ 千ノ川整備事業 ３

市

【3１年度の取組】
　千ノ川整備実施計画に基づき千ノ川流域の浸水軽減を図
るため、相模線橋梁下流側の護岸整備工事を行います。ま
た、事業用地を取得するための用地・補償交渉等を行いま
す。
【課題事項】
・浸水軽減に向けた効率的かつ効果的な整備の推進
・用地・補償に係わる地権者との合意形成

政策的事業

1
公共下水道整備事業（雨水
整備）

２

市

【3１年度の取組】
　雨水整備については大雨時における浸水の軽減を早急に
図るため、萩園、平太夫新田、中島、円蔵、赤松町、矢畑地
区等の雨水整備工事などを行います。
　３２年度までを計画期間とする下水道整備計画について、
次の１０年を見据えた見直し作業を行います。
【課題事項】
・浸水軽減に向けた効率的かつ効果的な整備の推進
・厳しい施工条件への対応
・今後の社会経済状況を踏まえた下水道の事業展開の見
極めと、市民に分かりやすい計画の検討政策的事業

３　施策目標の達成に向けて重点的に取り組む事業

優先
順位

実施計画事業名
施策の
ねらい

事業主体
事業内容

性質区分

１　施策目標の達成に向けた取り組み方針

　平成２３年３月に策定した下水道整備計画に基づき、次のとおり取り組みます。
　公共下水道施設は、生活環境の改善をするとともに、河川や海などの公共用水域の水質を保全し、健全な水環境
を守るという役割を担う重要な都市基盤であることを認識し、快適環境都市づくりに向けて計画的に公共下水道施
設の整備を推進します。また、東日本大震災でみられるように、重要なライフラインの一つである下水道施設が被
災してしまうと市民生活に重大な影響を及ぼすことに配慮して、既存施設の地震対策を推進します。
　雨水対策は、下水道の重要な役割の一つであり、緊急度の高い地区の雨水排除能力の確保を図る整備に加え、貯
留・浸透などの雨水流出抑制対策を含めた総合的な対策を推進し、浸水の少ない安全なまちづくりを目指します。
　河川整備は、治水を基本としながら、心豊かな暮らしの実現に向けた整備を計画的に推進します。なお、現在の
下水道整備計画は３２年度までの計画期間であるため、次の１０年を見据えた見直し作業を行います。

平成３１年度　下水道河川建設課　業務計画

政策目標１３ 下水道河川部 快適な水環境が守られるまち

施策目標５３ 下水道河川建設課 公共下水道（雨水・汚水）・河川を整備する



 下水道河川建設課

 

公共下水道雨水整備工事（7件）

下水道整備計画等見直し検討業務委託（1件）

千ノ川整備工事(1件)

管路施設耐震調査・詳細診断業務委託、管路耐震診断業務委託(2件)

管路施設耐震化工事(1件)

公共下水道汚水整備工事（2件）

下水道整備計画等見直し検討業務委託（1件）

３月
スケジュール

４月～ １０月～

２　施策のねらい

１ 計画的な公共下水道施設の整備

２ 雨水対策

３ 河川整備

管路施設耐震化工事

設計・積算 発注期間 護岸整備工事

私道整備要望対応事務

発注期間設計・積算

用地・補償交渉

関係機関との支障移設協議及び移設工事

設計・積算

発注期間

関係機関との支障移設協議及び移設工事

雨水整備工事

新年度早期発注

設計積算

設計・積算 発注期間 委託期間

設計・積算 発注期間 委託期間

設計・積算 発注期間 委託期間

発注期間

汚水整備工事

設計・積算


